
鹿屋市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業実施要綱の一

部を改正する要綱 

鹿屋市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業実施要綱（令和５

年鹿屋市告示第251号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「１世帯につき３万円を」を「低所得世帯等に対して」に改め、

同条第３号中「７万円給付金」を「追加給付金」に、「１世帯につき７万円を」を

「低所得世帯等に対して」に改め、同条に次の１号を加える。 

 (4) こども加算金 給付金のうち、デフレ完全脱却のための総合経済対策（令

和５年11月２日閣議決定）の趣旨を踏まえ、追加給付金の支給の対象となる

世帯に属する児童等の人数に応じて支給する給付金をいう。 

 第３条第２項各号列記以外の部分中「７万円給付金」を「追加給付金」に、「７

万円給付対象者」を「追加給付対象者」に、「７万円給付基準日」を「追加給付基

準日」に改め、同項第１号中「７万円給付基準日」を「追加給付基準日」に改め、

同項第２号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

 (2) 令和５年度分の市町村民税均等割のみが課税である世帯 次のア又はイの

いずれかに該当する世帯をいう。 

  ア 同一世帯に属する者全員が追加給付基準日において、市の住民基本台帳に

記録されている者であって、令和５年度分の市町村民税均等割のみが課され

ているものである世帯 

  イ 同一世帯に属する者全員が追加給付基準日において、市の住民基本台帳に

記録されている者であって、令和５年度分の市町村民税均等割のみが課され

ているもの及び令和５年度分の市町村民税均等割が課されていないもの又は

市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税均等割を免除されたもの

である世帯 

 第３条第３項を次のように改める。 

３ こども加算金の支給の対象となる者（以下「こども加算対象者」という。）は、

追加給付対象者のうち、次の各号のいずれかに該当する児童（以下「加算対象児

童」という。）が属する世帯の世帯主とする。 

 (1) 追加給付基準日において、18歳に達する日以後の最初の３月31日までにあ

る児童（平成17年４月２日以後に生まれた児童をいい、世帯主である者を除



く。以下「18歳以下児童」という。）であって、追加給付対象者と同一世帯

に属するもの 

 (2) 追加給付基準日の翌日以後に生まれた新生児であって、追加給付対象者と

同一世帯に属するもの 

 (3) 追加給付基準日において、追加給付対象者と同一世帯員として住民基本台

帳に記録されていない18歳以下児童であって、当該給付対象者と生計が同一

であると認められるもの 

 第３条第４項を削る。 

 第３条の次に次の１条を加える。 

 （支給対象外等） 

第３条の２ 前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する世帯は、支給要件を満たさないものとする。 

 (1) 令和５年度分の市町村民税均等割が課されている者の扶養親族等のみで構

成される世帯。ただし、前条第１項第１号、第２号又は第３号に該当する世帯

については３万円給付基準日において、前条第２項第１号又は第２号に該当す

る世帯については追加給付基準日において、前条第１項第４号若しくは第５号

又は前条第２項第３号に該当する世帯については第７条第１項の規定による提

出を行う時点において、扶養者と離婚又は死別している者、扶養者が行方不明

（警察署への行方不明届の届出がある者や家庭裁判所による失踪宣告がある者

等をいう。）となっている者のほか、配偶者、親族等からの暴力等を理由に避

難している者及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）、身体障害者福祉法

（昭和24年法律第283号）、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）又は老

人福祉法（昭和38年法律第133号）に定める措置を受けた者等特別な配慮を要

する者（以下「特別な配慮を要する者」という。）については、市町村民税に

おける取扱いに関わらず、扶養されていないものとして取り扱う。 

 (2) 租税条約による免除の適用の届出によって令和５年度分の市町村民税均等

割が課されていない者を含む世帯 

２ 前条第１項の規定にかかわらず、同項第３号に該当する世帯であって令和５年

６月30日時点において、同項第４号又は第５号に該当する世帯として既に給付

金の支給を受けた世帯と同一の世帯及び当該世帯の世帯主であった者を含む世帯



は、支給要件を満たさないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の事情があるものとして市長が適当と認める

世帯は、支給対象とする。 

 第４条を次のように改める。 

第４条 ３万円給付対象者に支給する給付金の額は、１世帯につき３万円とする。 

２ 追加給付対象者に支給する給付金の額は、次の各号に掲げる区分に応じて、当

該各号に定める額とする。 

 (1) 第３条第２項第１号に該当する世帯 １世帯当たり７万円 

 (2) 第３条第２項第２号に該当する世帯のうち、同条第１項第３号に該当する

世帯として給付金の支給を受けた世帯 １世帯当たり７万円 

 (3) 第３条第２項第２号に該当する世帯のうち、同条第１項第３号に該当する

世帯として給付金の支給を受けていない世帯 １世帯当たり10万円 

３ こども加算対象者に支給する給付金の額は、加算対象児童の人数を給付金の算

定の基礎とし、当該加算対象児童１人につき５万円とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、児童手当法（昭和46年法律第73号）第４条第１項

第４号に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者に監護されている児童又は

同号に規定する障害児入所施設等に入所している児童については、給付金の算定

の基礎となる加算対象児童に含まない。 

 第５条第１項中「７万円給付金」を「追加給付金及びこども加算金」に、「７万

円給付基準日」を「追加給付基準日」に改める。 

 第６条第２項中「７万円給付金」を「追加給付金」に、「７万円給付申請者」を

「追加給付申請者」に改め、「（以下「７万円給付確認書」という。）」及び

「（以下「７万円給付申請書」という。）」を削り、同項に後段として次のように

加える。 

  価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯・追加給付分）「支給要件確認

書」（要申請）（別記第10号様式）については、価格高騰重点支援給付金（追

加給付分）「支給要件確認書」（要申請）（別記第８号様式）と同様とし（以下

これらを「追加給付確認書」という。）、価格高騰重点支援給付金（均等割のみ

課税世帯・追加給付分）申請書（請求書）（別記第11号様式）については、価

格高騰重点支援給付金（追加給付分）申請書（請求書）（別記第９号様式）と同



様とする（以下これらを「追加給付申請書」という。）。 

 第６条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「７万円給付確認書」を「追加給

付確認書」に、「若しくは７万円給付申請書」を「、追加給付申請書若しくはこど

も加算申請書」に、「７万円給付申請者」を「、追加給付申請者又はこども加算申

請者」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ こども加算金の支給を受けようとする者（以下「こども加算申請者」という。）

は、価格高騰重点支援給付金（こども加算金）申請書（請求書）（別記第12号

様式）（以下「こども加算申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 第７条の見出し中「７万円給付対象者に対する７万円給付金」を「追加給付対象

者に対する追加給付金」に改め、第７条第１項中「第３条第２項第１号」を「第３

条第２項第１号又は第２号」に、「第３条第１項第１号」を「第３条第１項」に、

「７万円給付基準日」を「追加給付基準日」に改め、同条第２項及び第３項中「７

万円給付対象者」を「追加給付対象者」に、「７万円給付金」を「追加給付金」に

改める。 

 第８条第１項中「７万円給付基準日」を「追加給付基準日」に改め、同条第２項

中「７万円給付対象者」を「追加給付対象者」に改め、同条第３項中「７万円給付

対象者」を「追加給付対象者」に、「７万円給付金」を「追加給付金」に改める。 

 第16条を第17条とし、第15条を第16条とし、第14条を第15条とする。 

第13条第１項中「第10条第２項各号」を「第11条第２項各号」に、「又は第８

条第１項」を「、第８条第１項又は第９条第１項」に改め、同条第２項中「第11

条」を「第12条」に改め、同条を第14条とし、第12条を第13条とする。 

第11条中「又は第２項」を「、第２項又は第３項」に改め、同条を第12条とす

る。 

 第10条第２項第３号中「又は第２号」を削り、「令和６年３月29日」を「令和

６年４月30日」に改め、同条第２項に次の２号を加える。 

 (4) 第３条第２項第２号又は第３号に該当する世帯に対する給付金 令和６年

５月31日 

 (5) 第３条第３項に該当する世帯に対する給付金 令和６年８月30日 

 第10条を第11条とする。 

 第９条第１項第１号中「７万円給付金」を「追加給付金及びこども加算金」に、



「７万円給付基準日」を「追加給付基準日」に改め、同条を第10条とし、第８条

の次に次の１条を加える。 

 （こども加算対象者に対するこども加算金の支給の申込等） 

第９条 第６条の規定にかかわらず、市長は、第３条第３項に該当すると認められ

る世帯のうち、第３条第２項第１号又は第２号に該当する世帯として追加給付金

を支給した世帯であって、追加給付金の振込口座の名義人が追加給付基準日にお

ける世帯主と同一である世帯として市長が別に定める世帯の世帯主に対し、給付

金の支給の申込みを行う。 

２ 前項によるこども加算対象者は、支給の申込みを受けた際、こども加算金の受

給の拒否又は登録口座の変更を申し出ることができる。 

３ 市長は、市長が別に定める日までに前項の申出がないときは、速やかに支給を

決定し、第１項によるこども加算対象者に対し、こども加算金を支給する。この

場合において、当該給付金の支給は、追加給付金の振込口座に振り込むことによ

り支給する。 

 別表に次の１項を加える。 

６ 離婚協議中で

ある者の取扱い 

離婚協議中で配偶者と生計を別にしている者であり、か

つ、基準日において住民基本台帳に記録されている住所地

に居住していない者（基準日時点で市に住民票が所在しな

い者を含む。）について、自己の離婚の意思を相手方に表

明していることが客観的に確認できる次の各号のいずれか

の書類により、離婚協議中であることを申し出た場合は、

当該申出を行った者（以下「離婚協議中申出者」とい

う。）は、市における受給権者とする。この場合におい

て、離婚協議中申出者に同伴者があるときは、その者を離

婚協議中申出者の世帯に属する者とみなす。 

(1) 協議離婚申し入れに係る内容証明郵便の謄本 

(2) 家庭裁判所における事件係属証明書など、公的機関

が発行した書類 

(3) 離婚協議における離婚協議中申出者の代理人である

弁護士から当該離婚協議中申出者に宛てた離婚協議の

進捗状況に係る報告書など、弁護士等の第三者により

作成された書類 

 別記第９号様式の次に次の３様式を加える。  



第10号様式（第６条関係） 

 

 



 

  



第11号様式（第６条関係） 

 

 



 

  



第12号様式（第６条関係） 

 

 



 

  



別紙 

 

  



附 則 

１ この要綱は、令和６年１月29日から施行する。 

２ この要綱による改正後の鹿屋市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金

支給事業実施要綱第３条、第６条及び第11条の規定は、この要綱の施行の日以

後の給付金の申請等について適用し、同日前の給付金の申請等については、なお

従前の例による。 


